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   平成２９年度 人材育成・確保に関する企業アンケートの結果について                          

 

【 調査概要 】 

調査時期   平成２９年９月１９日（火）～平成２９年１０月２０日（金） 

調査対象企業 中央・城北地域の中小企業３，０００社を総務省データからランダムに抽出 

業 種    建設業、製造業、情報通信業、学術研究・専門技術（デザイン、広告、設計） 

医療・福祉、サービス業（自動車整備、機械等修理、ビル管理・清掃等） 

有効回答数  ４３０社 

    

◇ 調査結果の主なポイント ◇ 

 １ 経営全般に関すること 

（１） 景気が良いと捉える企業が約６割で、昨年度に比べやや増加した。 
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（２） 経営課題については、「社員の人材確保・育成・定着」と答えた企業の割合が最も高く約７割。 
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（３） 技能継承上の課題では「意欲ある若年・中年層の確保」と答えた企業が約６割と最も多く、 

   「技能承継に時間がかかる」、「教える側のコミュニケーションスキル」が続く。 
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２ 人材確保に関すること 

（１） 人材の過不足については、「足りていない」と答えた企業が７割強。業種別にみると、 

医療・福祉、情報通信業、建設業の順で「足りていない」と回答した企業の割合が高い。 

一方、製造業では過半数が「足りている・余っている」と回答した。 
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（２） 足りていない人材はどのような人材か聞いたところ、 

「現場作業」と答えた企業が約５割で、「専門技術・知識」が約４割、「現場管理」が約３割、

「営業」が約２割となっている。 

業種別にみると、製造業は「営業」と回答した企業の割合が約３割と平均よりやや高く、 

情報通信業、学術研究・専門技術サービスでは、「専門技術・知識」と回答した割合が７割強 

建設業では、「現場管理」と回答した企業の割合が約７割、 

医療・福祉では「現場作業」と回答した企業が９割半となっている 
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（３） 求人ルートは、「ハローワーク」と回答した企業が約６割で、「求人情報誌・求人サイト」が 

約５割、「職業能力開発センター」は１割弱となっている。 
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３ 人材育成に関すること 

（１）従業員に求める仕事上の能力は「技量（スキル）」と回答した企業が約８割と最も高く、 

次いで「コミュニケーション力」も約７割と高い割合となっている。 
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（２）人材育成を進める上で主な課題は「訓練時間確保」が約５割で、「社員の向上心」、 

「指導人材の確保」が続く。 
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（３）人材育成の方法については「OJT」が中心で。次いで、「民間企業主催の研修活用」、 

「自己啓発・自己研鑽」、「社内でのＯＦＦ－ＪＴ」となっている。 

また、「必要だが行えていない」企業が約１割となっている。 

27年度
N=517

28年度
N=471

29年度
N=425

82.6%

26.1%
12.5% 12.9% 14.6%

17.6% 19.3%
10.4%

1.4%
1.9%

0%

25%

50%

75%

100%

O
J
T
（
現
場
指
導
）

民
間
企
業
主
催

の
研
修

公
的
機
関
主
催

の
研
修

親
会
社
･
関
係
会
社

の
研
修

業
界
団
体
主
催
の

教
育
訓
練

社
内
で
の

O
F
F
❘
J
T

自
己
啓
発
･
自
己

研
鑽
に
ゆ
だ
ね
る

必
要
だ
が
行
え
て

い
な
い

人
材
育
成
の

必
要
は
な
い

そ
の
他

人材育成の方法の推移

27年度

28年度

29年度

（複数回答）

 

 

（４）若者の職場定着のための取組は、約半数の企業が「上司・先輩によるフォローアップ」と 

答えており、続いて「職場での話しやすい雰囲気づくり」、「賃金水準の向上」となっている。 
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注：設問「公平な評価」は平成 29 年度のみ 
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注：28 年度までは「センターの事業を利用できることを知っていましたか？」、 

29 年度は「センターを知っていましたか？」と設問を修正したことから単純には比較できない 

 ４ 職業能力開発センター事業について 

（１） 都立職業能力開発センターの認知度は、６６％で約３社に２社が知っていた。 
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63.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29年度

28年度

27年度

職業能力開発センターの認知度

センターを知っていた センターを知らなかった

 

 

 

 

 

 

（２） センターを知ったきっかけは、４割半が「ハローワーク」と回答し最も多い。 

次いで、２割半が「都の施設の窓口でリーフレットを見て」となっている。 

「インターネット検索で」「人材アドバイザー」は、ともに約１割となっている。 

24.9%

44.1%

10.3%

13.5%

15.7%

7.5%

13.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

都の施設の窓口等でリーフレットを見て
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インターネット検索で

他の行政機関、団体からの紹介

友人・知人から

その他

センターを知ったきっかけ （複数回答）

（回答企業数＝２８１）
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（３） 利用したことのある事業は、「合同就職面接会」が２４社で最も多く、「無料職業紹介」。 

「キャリアアップ講習」が続く。 

「合同就職面接会」と回答した企業のうち３分の１が製造業（８社）で、 

その大半が「印刷関係の企業」（６社）であった。 

 

22

6

1

2
11

24

23

6

0 5 10 15 20 25 30

ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ講習

ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ講習

現場訓練支援事業

人材育成プラザ

中小企業職業訓練助成制度

合同就職面接会

無料職業紹介

人材アドバイザー

都立職業能力開発センターが実施する事業について利用の有無 （複数回答） （社）

（回答企業数＝９５）

 

 

（４） 利用してよかった点は、「無料、または低コスト」が５割半を占め、次に「社員の能力向上」、 

「新たに良い人材が確保できた」がともに２割半となっている。 
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0.0%

6.8%
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自社のニーズに合わせてカリキュラムを組めた

講師と充分な打合せが出来て、

社員のレベルに合わせて進められた

普段使っている機械やソフトをそのまま使えて実務的だった

社員同士のコミュニケーションが増えた

新たに良い人材を確保できた

人材に関することなど、経営に有効な情報を入手できた

無料、または低コストで利用できた

利用してよかった点 （複数回答）

（回答企業数＝５９）
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（５） センターを知っていたが、利用したことのない理由は、「きっかけがなかった」が約６割で 

最も多く、「利用する必要性を感じない」が約３割となっている。 

 

61.5%

8.9%

2.0%

12.6%

10.1%

27.9%

12.1%
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きっかけが無かった

講師・会場の日程等が合わなかった

受講人数が限られており全員が受講できない

手続きが煩雑そう

費用がかかる
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（回答企業数＝２４７）

 
 

 

 

（６） 興味のある事業について、「無料職業紹介」が６７社と約半数を占め、 

次いで「キャリアアップ講習」、「合同就職面接会」、「中小企業職業訓練助成制度」 

となっている。 
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５ 【特別集計】貴社単独で次の課題に取組む上で限界 

（１） 企業単独で人材確保に取組む上での限界 

・企業全体では「限界あり」（71.1％）、「限界なし」（28.9％）となっている。 

製造業では、他の業種に比べると、「限界なし」とする企業の割合が高く約４割となっている。 

製造業では、人材の過不足【上記２(1)】で、「足りている・余っている」が過半であったことが 

要因の一つにあるのではないか。 

建設業
n=107
製造業
n=54
情報通信業
n=87
学術研究･専門技術サービス

n=34
医療・福祉
n=18
サービス業
n=52
その他
n=4
【全業種】
n=356

71.1%

25.0%

78.8%

83.3%

73.5%

72.4%

59.3%

71.0%

28.9%

75.0%

21.2%

16.7%

26.5%

27.6%

40.7%

29.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【全業種】

その他

サービス業

医療・福祉

学術研究・専門技術サービス

情報通信業

製造業

建設業

人材確保 企業単独で取組む上での限界有無 限界あり 限界なし

 

 

 

【自由記載欄より主な意見】（企業単独の取組に限界あり） 

 

 

・業種に興味を持たれず求人しても来ない 

・若い人が来ない 

・会社の知名度不足を感じる 

・企業規模が小さく大手に採り負ける 

・希望する技能を持った人材、有為な人材が採用できない 

・採用コスト負担と効果のバランスが悪い 
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※１ どのような人材が足りていないか（上記２－（２））との関連性【クロス集計】 

企業単独で人材確保に取組む上で「限界あり」、「限界なし」別に集計を行ったところ、 

「限界あり」とした企業は、「限界なし」の企業に比べ、「専門技術、知識」を持つ人材が 

不足していると回答した割合が高い。 

限界あり
N=218

限界なし
N=62

4.1% 6.4% 3.2%
8.3%

19.7%

45.0%
33.0%

50.0%
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11.3%

24.2%

33.9%
30.6%

53.2%
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テ
ム
管
理

営
業

専
門
技
術
・
知
識

現
場
管
理

現
場
作
業

そ
の
他

どのような人材が足りていないか

企業単独で人材確保に取組

む上で限界あり

企業単独で人材確保に取組

む上で限界なし

（複数回答）

 

 

※２ 求人ルート（上記２－（３））との関連性【クロス集計】 

企業単独で人材確保に取組む上で「限界あり」、「限界なし」別に集計を行ったところ、 

「限界あり」とした企業は、「限界なし」の企業に比べ、「ハローワーク」を１０ポイント以上高

い割合で利用しているほか、他の求人ルートの利用割合もやや高くなっている。  

限界あり
N=247

限界なし
N=100

51.0%

8.0%

26.0%

48.0%

23.0%

65.2%

8.9%

26.7%

50.2%

17.0%

0%

25%

50%

75%

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

職
業
能
力
開
発
セ
ン

タ
ー

有
料
職
業
紹
介

求
人
情
報
誌
・
求
人
サ

イ
ト

そ
の
他

求人ルート

企業単独で人材確保に取組

む上で限界あり

企業単独で人材確保に取組

む上で限界なし

（複数回答）
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（２） 企業単独で人材育成に取組む上での限界 

・企業全体では、「限界あり」（51.1％）、「限界なし」（48.9％）となっている。 

・医療・福祉では、「限界あり」とする企業の割合が高く約７割と高くなっている。 

医療・福祉では人材育成の課題【上記３(2)】で、「訓練時間の確保」、「指導人材の確保」を課題 

とする企業の割合が高かった。 

 

建設業
n=104
製造業
n=49
情報通信業
n=80
学術研究･専門技術サービス

n=32
医療・福祉
n=16
サービス業
n=46
その他
n=4
【全業種】
n=331

51.1%

25.0%

52.2%

68.8%

37.5%

52.5%

46.9%

53.8%

48.9%

75.0%

47.8%

31.3%

62.5%

47.5%

53.1%

46.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【全業種】

その他

サービス業

医療・福祉

学術研究・専門技術サービス

情報通信業

製造業

建設業

人材育成 企業単独で取組む上での限界有無 限界あり 限界なし

 

 

 

【自由記載欄より主な意見】（企業単独の取組に限界あり） 

 

 

・ベテラン人材、中間人材が不足し、企業内部に教えられる人がいない 

・業務多忙で教育する時間がとれない 

・外部研修には費用がかかる 

・費用対効果が不明 

・体系的な人材育成が実施できない 

・専従の人材をたてられないため、ＯＪＴ以外の育成は難しい 

・即戦力が必要で育てる時間がとれない 

・自社のことしか教えられない 

・社員が現状に満足し、向上心の引き出し方が難しい 
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※１ 経営課題（上記１－（２））との関連性【クロス集計】 

企業単独で人材育成に取組む上で「限界あり」、「限界なし」別に集計を行ったところ、 

「限界あり」とした企業の約８割が「社員の人材確保・育成・定着」と回答。 

限界あり
N=167

限界なし
N=161

58.7%

25.1% 22.2% 23.4%

80.8%

21.0% 24.0%

4.2% 1.2%

49.7%

18.6% 21.1% 21.1%

68.3%

24.2% 26.1%

5.0%
0.0%0%

25%

50%

75%

100%

売
上
拡
大
・
顧
客
開
拓

商
品
力
・
サ
ー
ビ
ス
強
化

新
規
事
業
へ
の
進
出

コ
ス
ト
削
減

社
員
の
人
材
確
保
・
育

成
・
定
着

事
業
継
承

技
能
継
承

企
業
の
社
会
的
貢
献

そ
の
他

経営課題と感じている部分

企業単独で人材育成に取

組む上で限界あり
企業単独で人材育成に取

組む上で限界なし

（複数回答）

 

 

※２ 人材育成の課題（上記３－（２））との関連性【クロス集計】 

企業単独で人材育成に取組む上で「限界あり」、「限界なし」別に集計を行ったところ、 

「限界あり」とした企業は、「限界なし」とした企業よりも、「指導人材の確保」、 

「費用」と回答する割合が２０ポイント以上高く、課題として重視しているとみられる。 

限界あり
N=166

限界あり
N=158

54.8%
47.0%

13.3%

51.8%

15.1%

36.1%

1.8% 3.0% 1.2%

49.4%

25.9%

5.1%

45.6%

7.6%

15.8%

1.3%

12.7%

3.2%

0%

25%

50%

75%

訓
練
時
間
の
確
保

指
導
人
材
の
確
保

施
設
、
設
備
、
場
所
の
確
保

社
員
の
向
上
心

適
当
な
外
部
研
修
が
な
い

費
用

会
場
ま
で
遠
い

特
に
課
題
は
な
い

そ
の
他

人材育成を進める上での課題

企業単独で人材育成に取組

む上で限界あり

企業単独で人材育成に取組

む上で限界なし

（複数回答）
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（３） 企業単独で人材定着率向上に取組む上での限界 

・企業全体では、「限界あり」（43.0％）、「限界なし」（57.0％）となっている。 

・学術研究・専門技術サービスでは、「限界なし」とする企業の割合が高く約 8 割となっている。 

 この業種の自由記載欄をみると、「限界なし」と回答する企業には「定着率は悪くない」、「専門 

で裁量に任せている」といった記載が複数みられた。   

 

建設業
n=102
製造業
n=43
情報通信業
n=79
学術研究･専門技術サービス

n=31
医療・福祉
n=18
サービス業
n=46
その他
n=4
【全業種】
n=323

43.0%

25.0%

50.0%

61.1%

16.1%

40.5%

32.6%

52.0%

57.0%

75.0%

50.0%

38.9%

83.9%

59.5%

67.4%

48.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【全業種】

その他

サービス業

医療・福祉

学術研究・専門技術サービス

情報通信業

製造業

建設業

定着率向上 企業単独で取組む上での限界有無 限界あり 限界なし

 

 

【自由記載欄より主な意見】（企業単独の取組に限界あり） 

 

  

 ・若い人の定着率低い 

・賃金、福利厚生等の水準向上が課題 

・業界全体が人手不足のため転職しやすい。資格を取得すると退職する 

・入社３～５年後にスキルアップした職員が大手に転職する 

・景気動向に振り回されて業界全体が不安定 

・朝早く、休日も出ることが多いため定着しない 

 ・本人志望と会社業務のミスマッチ 

・世代間ギャップで若手とコミュニケーション難しい。和が出来ない 

・どうしてよいか分からない 
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※１ どのような人材が足りていないか（上記２－（２））との関連性【クロス集計】 

企業単独で定着率向上に取組む上で「限界あり」、「限界なし」別に集計を行ったところ、 

「限界あり」とした企業は、「限界なし」の企業に比べ、「現場作業」,「現場管理」を担う 

人材が不足していると回答した割合が高い。 

限界あり
N=123

限界なし
N=124

3.3% 4.9% 7.3%

17.9%

40.7% 40.7%

60.2%

3.2%
7.3% 2.4%

9.7%

20.2%

46.0%

29.0%

41.9%

3.2%

0%

25%

50%

75%

総
務
・
人
事

経
理
・
財
務

企
画

情
報
シ
ス
テ
ム
管
理

営
業

専
門
技
術
・
知
識

現
場
管
理

現
場
作
業

そ
の
他

どのような人材が足りていないか

企業単独で定着率向上に取

組む上で限界あり

企業単独で定着率向上に取

組む上で限界なし

（複数回答）

 

※２ 若者の職場定着のための取組（上記３－（４））との関連性【クロス集計】 

企業単独で定着率向上に取組む上で「限界あり」、「限界なし」別に集計を行ったところ、 

「限界あり」とした企業は、「限界なし」とした企業に比べ、取組状況の傾向は似ており、 

比較的に「職場での話しやすい雰囲気づくり」、「賃金水準の向上」、「公平な評価」に取組み 

ながらも、企業単独では取組に限界があると感じている。 

限界あり
N=136

限界なし
N=182

25.7% 25.7%

47.8% 46.3%

16.2%

44.9%

24.3%

9.6%

29.4%

13.2%

0.7%

22.5% 22.0%

51.6%

41.2%

15.4%

39.0%

29.1%

12.6%

24.7%

12.6%

3.3%

0%

20%

40%

60%

能
力
開
発
・
教
育
訓
練

の
充
実

本
人
の
希
望
を
生
か
し

た
配
置

上
司
・
先
輩
に
よ
る

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

職
場
で
の
話
し
や
す
い

雰
囲
気
づ
く
り

仕
事
と
家
庭
の
両
立
支

援

賃
金
水
準
の
向
上

福
利
厚
生
の
充
実

採
用
前
の
職
場
体
験
・

見
学
会
・
説
明
会

公
平
な
評
価

特
に
取
り
組
ん
で
い
な

い

そ
の
他

若者の職場定着のため、取り組んでいること

（複数回答）企業単独で定着率向上

に取組む上で限界あり

企業単独で定着率向上に

取組む上で限界なし

 

以上 


